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はじめに 

 

本市では、昭和６１年に第１次行政改革大綱を策定してからこれまで、５次にわた

る行財政改革に取組み、経費の削減や事務事業の見直し・合理化など行政運営の効率

化を推進し、一定の成果をあげてきました。 

 

第５次行財政改革大綱を策定した平成２３年においては、長引く景気低迷や少子高

齢化の進展などの影響により、市税収入が伸び悩む一方で、社会保障費の増加を招く

など、厳しい財政状況に置かれていました。このため、積極的な自主財源*1の確保と

継続的な改善によって財政の健全化を推進し、市民の視点にたったサービスを目指す

取組みを実施してきました。 

 

 全国的に少子高齢化が進んでいます。富士見市では、平成２７年度に策定した人口

ビジョンにおいて、平成３７年をピークに、以降は人口減少段階に入るものと見込ん

でいます。このような人口減少と少子高齢化等を背景とした福祉分野などの行政需要

は、益々増加することが見込まれます。このため、市の抱える課題解決に向けては、

職員一人ひとりの更なる資質の向上に努めるとともに、行政だけでなく、市民、市民

団体及び民間等と連携して取り組んでいく必要があります。 

また、厳しい財政状況下においても、引き続き質の高い行政サービスを効率的かつ

効果的に提供するため、更なる行財政改革を推進する必要があります。 

 

 このような状況を踏まえ、本市のあるべき将来都市像や理念を掲げた第５次基本構

想*2の実現に向けた諸施策を着実かつ効果的に遂行するため、これまでの改革の成果

と課題を検証し、今後の取組みの方向性を明らかにすることを目的として、本大綱を

策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       
※1 自主財源…市の収入にのうち、市税、手数料など、国や県に依存しないで独自に調達できる財源。 
※2 第 5 次基本構想…将来都市像と基本目標、その実現のための施策の大綱を定めたもので、計画期

間は、平成 23 年度から平成 32 年度までの 10 年間。 
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Ⅰ 第５次行財政改革の取組み概要 

 第５次行財政改革は、第５次基本構想が目指す将来都市像の実現に向けた施策・

事業を積極的に展開し、これまでのまちづくりをさらに豊かなものとしていくため

に取組みました。 

 また、財源不足を解消するため、コスト削減に向けた不断の改革を基本に捉え、

さらに市民が満足できる質の高い行政サービスの提供を目指して取組みました。 

 

１．施策の体系 

 

２．大綱の目標と成果状況 

※平成２６年度決算の数値 

 

 

 

                                              

※3 地方債…返済が一会計年度を超える地方公共団体の借金。 

※4 経常収支比率…市税や普通地方交付税などの収入が、人件費や施設の管理費などの継続して支出

される経費にどれくらい充てられているかを示す数値。 

改革推進の柱  主要施策 

 

 

（１）市民の視点にたった 

サービスの追求 

 ①窓口サービスの向上 

行 
 

 
 

動 
 

 
 

計 
 

 
 

画 

 ②電子市役所の推進 

 ③市民にわかりやすい積極的な情報発信 

（２）仕事の仕組みと進め方 

の改革 

 ①事務事業の見直し 

 ②市民参加・協働の推進 

 ③民間活力の活用 

（３）自律性の高い財政運営

の確立 

 ①財政運営の健全化 

 ②自主財源の確保 

（４）人づくりと職場環境の 

活性化 

 ①時代の変化に対応できる人材の育成 

 ②効率的な人的資源の配分 

指標 
目標 

（平成２７年度） 

成果 

（平成２７年度） 

地方債*3残高（全会計） ３５０億円以下 ３２６億円※ 

経常収支比率*4 ９０％以下 ８８．４％※ 

行動計画の全体達成率 ７０％ ７４％ 

市民意識調査の全施策に対する 

市民満足度の平均値 
３７．５％ ３９．４％ 
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３．施策別の成果と課題 

大柱１ 市民の視点にたったサービスの追及 

   

＜成果＞ 

市民サービスの基本となる窓口サービスについて、市民の立場にたった  

利便性の向上を目指した取組みを実施するとともに、行政情報を迅速にわかり

やすく提供することにより、市民との情報共有を進めました。 

 

◇窓口サービスの向上 

休日開庁の導入、総合的窓口の整備*5、一般旅券業務の開始、西出張所の  

業務時間の延長、番号案内表示システムの導入・窓口のローカウンター化 

（西出張所・ふじみ野出張所）、サンライトホールにふるさとハローワーク

を設置、ピアザ☆ふじみ内にふじみ野出張所を移転し業務の拡充、市税・  

国保税のコンビニ納付の導入など 

◇電子市役所の推進 

公共施設予約システム*6の導入（平成２８年４月運用開始） 

◇市民にわかりやすい積極的な情報発信 

ＳＮＳ*7活用による情報発信、役所ことば改善マニュアルの作成、小学校区 

毎のタウンミーティングの実施、部運営方針の公表、議会映像のインター 

ネット配信など 

  

＜今後の方向性＞ 

本庁舎、出張所の窓口サービスは、引き続き、市民ニーズに対応した窓口   

サービスを検討する必要があります。 

ＩＣＴ*8の活用については、社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の導

入など、その役割は今後ますます高まるものと考えられます。このような状況を

踏まえ、ＩＣＴを活用して業務の効率化に努める必要があります。 

また、市民参加・協働のまちづくりを推進していくため、引き続き市の情報を

市民にわかりやすく提供することにより情報の共有化を進め、市民が市政に参加

しやすい環境をつくり、市民ニーズを的確に反映した行政運営をする必要があり

ます。 
   
                                        
※5 総合的窓口…市民の手続きに関する複数の窓口が総合的に連携し、わかりやすく利用しやすい窓

口サービスを提供すること。 

※6 公共施設予約システム…インターネットを使って、施設の空き状況の確認や仮予約などを行うこ

とができるシステム。 

※7 SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）…インターネット上の交流を通して社会的ネ

ットワークを構築するサービス。 

※8 ICT（インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー）…情報・通信に関連

する技術一般の総称。 
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大柱２ 仕事の仕組みと進め方の改革 

  

＜成果＞ 

行政サービスをより効率的・効果的に提供するため、行政コストの削減を 

推進するとともに、行政評価の実施により、ＰＤＣＡサイクル*9による継続的

な改善を推進しました。また、民間活力の活用を検討し、公民連携や、市民と

の連携に取組みました。 

 

 ◇事務事業の見直し 

電気使用量の削減、ＰＰＳ（特定規模電気事業者）*10 導入による電気料金

の削減、事務事業評価の実施、事務決裁規程の見直しなど 

◇市民参加・協働の推進 

ゼロ予算での市民便利帳発行、大学との連携、協働事業提案制度*11の導入、  

環境美化活動の実施など 

◇民間活力の推進 

新たな指定管理者制度*12 の導入、直営ごみ収集の民間委託化、庁舎案内板

の設置など 

 

＜今後の方向性＞ 

  社会情勢の変化や、それらに伴う市民ニーズの変化に的確に対応した行政サー 

ビスを提供していくため、引き続き事務事業の見直しを進めます。 

  また、市民の知恵と力を生かした、市民協働のまちづくりを進めるため、市民 

が市政に参画できる環境づくりを進めるとともに、身近な地域の課題を解決し、 

より暮らしやすい地域づくりを進めていくため、地域住民が主体となり行政と連 

携した取組みを活かしていく必要があります。 

  民間活力の推進については、新たな公共の担い手となりうる主体との連携・協 

働など、多様な手法を検討していく必要があります。 

 

 

 
         

                                       
※9 PDCAサイクル…Plan／Do／Check／Actionの頭文字を揃えたもので、計画（Plan）→実行（Do）

→検証（Check）→改善（Action）の流れを次の計画に活かしていくプロセスのこと。 

※10 PPS（特定規模電気事業者）…一般電気事業者（大手電力会社）に該当しない電力小売事業者の

こと。 

※11 協働事業提案制度…公共的課題の効果的な解決を図るために、市と市民とが協働で行う事業を

提案し実施する制度。 

※12 指定管理者制度…市が設置した文化会館や体育館などの管理・運営を株式会社、公益法人、NPO

法人などの団体に包括的に行わせることができる制度。 
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大柱３ 自律性の高い財政運営の確立 

 

＜成果＞ 

安定的な自主財源の確保と費用対効果を意識し、質の高い行政サービスの提

供を目指して、歳入歳出のバランスがとれた財政運営を長期的視野にたって推

進しました。 

 

   ◇財政運営の健全化 

長期借入金残高の縮減、補助金・負担金の見直しなど 

◇自主財源の確保 

広告収入の確保、インターネットオークションの活用、シティゾーン*13 に

大型商業施設誘致など 

 

＜今後の方向性＞ 

  今後においても厳しい財政状況が見込まれるなか、中期財政計画*14 などを

踏まえ、事業の見直しや選択により、健全な財政運営を進める必要があります。 

自主財源の確保については、収納対策の強化に努めるとともに、市有財産の

有効活用や計画的な土地利用を推進し、新たな財源の確保を進める必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       
※13 シティゾーン…市のほぼ中央（市役所周辺）に位置し、行政機能や商業・業務機能などの機能

を誘導していくゾーン。 

※14 中期財政計画…「健全な財政運営に関する条例」に基づき、将来にわたって計画的な財政運営

を行うため、総合計画との整合性を図った上で 5 年間の財政見通しを示したもの。 
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大柱４ 人づくりと職場環境の活性化 

 

＜成果＞ 

社会状況の変化や多様化する行政課題に対応するため、慣例にとらわれない

意識を持ち、市民生活向上のため最善の方法を的確に判断し、実行できる人材

を育成するとともに、組織としての総合力が発揮できるよう、職場環境の整備

に取組みました。 

 

◇時代の変化に対応できる人材の育成 

職員研修の充実（ＯＪＴ研修*15・非常勤職員を対象とした研修等）、人事評

価制度の導入など 

◇効率的な人的資源の配分 

再任用職員・非常勤嘱託職員の活用、定員適正化計画*16の推進など 

 

＜今後の方向性＞ 

 質の高い行政運営を推進するため、様々な研修などにより、職員の意識改革

や能力向上を進めるとともに、適正な職員配置をする必要があります。 

また、更なる市民サービスを提供していくためには、わかりやすく効率的な

組織の構築や職員一人ひとりが持てる能力を最大限発揮することが必要であ

り、かつ、ワーク・ライフ・バランス*17にも配慮をしていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

※15 OJT研修（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）…職場内で職務を通して行われる研修。 

※16 定員適正化計画…平成 21 年度から 25 年度までの 5 か年における本市の定員管理の目標を定め

た計画。 

※17 ワーク・ライフ・バランス…やりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとと

もに、家庭や地域生活でも人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できること。 
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４. 取組みの成果 

  第５次行財政改革の実効性を高めるために設定された目標（地方債残高、経常収

支比率、行動計画の全体達成率、市民意識調査の全施策に対する市民満足度の平均

値）は、おおむね達成することができました。 

また、第５次行財政改革大綱に基づいた具体的な取組みである行動計画を推進し

た結果、平成２３年度から平成２６年度までの４年間で金額換算が可能な取組みを

合計すると、約４２億円の効果があがっています。この行動計画の他にも、積極的

な行財政改革に取組んでいます。企業誘致については、シティゾーンに大型商業施

設が開業し、財源の確保と雇用や賑わいの創出につながりました。 

こうした取組みの成果を、これまで進めてきた子育て支援策や各種福祉施策、市

民参加・協働の取組みなど、行政サービスの充実に活用してきました。 

行財政改革に対する不満度は、平成２４年と平成２７年の市民意識調査を比較す

ると、３６．６％から２４．９％に改善しています。 

財政運営については、本市の財政運営の指針となる「健全な財政運営に関する条

例（平成２４年４月施行）」を制定し、健全な財政運営を目指してきました。市の

貯金である財政調整基金*18残高は約２億円増加（平成２２年度末 約２５億円→平

成２６年度末 約２７億円）し、市の借金である地方債残高（全会計）は、約４１

億円減少（平成２２年度末 約３６７億円→平成２６年度末 約３２６億円）しまし

た。 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  
 

 

 

 

 

                                       
※18 財政調整基金…災害などの不測の事態や、多額の支出を伴う事業を行う場合に備え、積み立て

る地方公共団体の預金。 

 

億円 億円 



9 

Ⅱ．第６次行財政改革の基本的な考え方 

１．今後の財政見通し 

  今後の財政見通しは、土地区画整理事業や道路橋梁などの都市基盤整備事業、老

朽化の進む公共施設の長寿命化対策など多額の事業費を要する事業が予定される

とともに、市民生活に直結した社会保障関係経費が増加傾向にあることを踏まえ、

今まで以上に厳しい財政状況が続くものと見込まれます。 

  このような状況を踏まえ、引き続き健全な財政状況の下で、市民ニーズや時代の

潮流に即した各種施策を着実に推進していく必要があります。 

  歳入では、新たなまちづくりや魅力あるまちづくりの推進による安定的な税収基

盤の整備や収納対策の強化、国・県支出金や市債の効果的な活用などにより所要財

源の確保を図ることが求められています。歳出では、主要施策の重点化や優先順位

の明確化による計画行政をさらに推進するとともに、既存事業については、事務事

業評価等による事業の効率化や改善を図りながら、持続可能な財政構造を目指す必

要があります。 

 

２．第６次行財政改革の視点 

  第５次基本構想に基づく施策・事業の積極的な展開 

  本市では、平成２３年度から始まる新たなまちづくりの指針として、第５次

基本構想を策定しました。 

第５次基本構想は、豊かな自治の実現を目指して、これまで以上に、市民と

市がともに考え、協働し、地域の力を活かしたまちづくりを進めるための長期

的な指針です。 

今後、少子高齢化等を背景とした行政需要は益々増加することが見込まれ、

このような状況下においても質の高い行政サービスを引き続き効率的・効果的

に提供していくためには、より一層の行財政改革の取組みが求められています。 

第６次行財政改革は、第５次基本構想が目指す将来都市像の実現に向けた施

策・事業を積極的に展開し、これまでのまちづくりをさらに豊かなものとして

いくために、下支えする役割を果たしていくものです。 
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３．改革推進の柱 

第５次行財政改革の課題を検証し、今後の方向性を踏まえ、第５次基本構想を着 

実に推進することを目指して、次の４項目を改革推進の柱に位置付け行財政改革に

取組みます。 

 

（１）市民協働・民間活力活用の推進                        

富士見市は、自治基本条例に定めるとおり、市民と市が、お互いの信頼関係のもと

でそれぞれの役割と責任を担いながら、共通の課題をともに考え、行動するため、市

民の市政への参加並びに市民と市の協働を推進しています。今後においても、市民と

の協働のまちづくりを進めていきます。さらには、市民団体、ＮＰＯ*19、民間等との

連携も可能な限り図っていきます。 

 

（２）人材育成の推進                             

 多様化する市民ニーズに対応するためには、職員一人ひとりが市民から信頼され、

市民の財産となりうる人材として、資質の向上を進めるとともに、組織風土の醸成を

図る必要があります。そのため、ＯＪＴ研修などを通し、市民ニーズや行政課題に対

応できる能力向上の推進に取組み、市民満足度の高い行政サービスを目指します。 

 また、職員の世代交代が行われても、市民に安定した行政サービスを提供できるよ

う、人材の確保に努めるとともに、経験豊富な定年退職者の活用を図ります。 

 

（３）効果的かつ効率的な行政運営の推進                    

 社会情勢の変化や、それらに伴う市民ニーズの変化に的確に対応した行政サービス

を提供していくため、様々な角度から改善を推進し、市民満足度の向上や課題に対応

した行政運営を総合的かつ計画的に進めます。また、市民にわかりやすく効率的な組

織の構築を進めていきます。 

 

（４）持続可能な財政運営の確立                        

 将来にわたり安定した行政サービスを続けるため、健全な財政状況の下で、市民ニ

ーズや時代の潮流に即した各種施策を着実に推進していく必要があることから、「健

全な財政運営に関する条例」などを踏まえ、安定的な自主財源の確保に努めるととも

に、計画的な事業の実施により、健全な財政運営を進めていきます。 

 

 

 

                                      

※19 NPO…ボランティア活動などの社会貢献活動を行う営利を目的としない団体。非営利組織。 
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４ 基本的な取組み内容 

本大綱に基づく行財政改革を着実に推進するため、改革推進の４項目の柱に沿っ

てそれぞれ主要施策を位置付け、具体的な取組みを明らかにする行動計画を策定し

ます。行動計画は、わかりやすい数値目標や目標年次を可能な限り設定した上で、

毎年度、自己検証を行うとともに行財政改革市民懇談会*20 などによる検証を行い、

改善を繰り返しながら取組みの充実に努めます。また、その結果を公表します。 

 

施   策   の   体   系  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       
※20 行財政改革市民懇談会…行財政改革の推進にあたり、市民及び市民団体の代表者等から広く意

見を求めるための懇談会。 

改革推進の柱 

 

主要施策 

 

 

（１）市民協働・民間活力 

活用の推進 

 ①市民参加・協働の推進 

行 
 

 
 

動 
 

 
 

計 
 

 
 

画 

 ②民間活力の活用 

 ③情報発信と情報共有化の推進 

（２）人材育成の推進 
 ①職員の能力開発の推進 

 ②人材の確保 

（３）効果的かつ効率的な

行政運営の推進 

 ①行政サービスの向上 

 ②行政課題に対応した組織運営 

（４）持続可能な財政運営

の確立 

 ①健全な財政運営の推進 

 ②歳入確保・歳出削減の推進 
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（１）市民協働・民間活力活用の推進                             

 

①市民参加・協働の推進 

  「富士見市自治基本条例」*21 に基づき、市民の知恵と力を生かした、市民協

働のまちづくりを進めるため、市民が市政に参加しやすい環境づくりを進めると

ともに、市民と市が、それぞれの役割と責務を担いながら相互に協力する「協働」

を一層推進していきます。 

 

 ②民間活力の活用 

   民間活力の活用を推進していくため、新たな公共の担い手となりうる主体との

連携・協働など多様な手法を検討していきます。 

   また、既に指定管理者制度を導入している施設も含め、モニタリングのあり方

などの検証を行い、より効果的、効率的な運営を推進していきます。 

   

 ③情報発信と情報共有化の推進 

  市民との協働を進めるためには、市の情報を積極的かつわかりやすく発信し、 

  市民と行政が情報を共有することが重要です。このため、ホームページやＳＮＳ

などを通じて市の情報を発信し、情報の共有化を図るとともに、さらなる行政情

報の透明性向上を図っていきます。 

 また、ＰＲ大使やマスコットキャラクター「ふわっぴー」などを活用し、市 

の多彩な情報や魅力を発信していきます。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       
※21 富士見市自治基本条例…市民の知恵と力を活かした豊かな自治を推進するため、市政への市民

参加や市民と市の協働によるまちづくりの基本となる事項を定めた条例。 
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（２）人材育成の推進                             

  

①職員の能力開発の推進 

  質の高い行政サービスを推進するためには、組織風土の醸成は不可欠です。こ 

のため、階層別研修やＯＪＴ研修などの各種研修などにより市民ニーズや行政課 

題に対応できる能力向上を進めていきます。様々な年齢・職種の職員が集まる特 

別研修では、職員の意識啓発を図るとともに、情報交換や世代間のコミュニケー 

ションの場として活用していきます。 

 また、人事評価制度を活用し、職員の能力や意欲を高め、市民満足度の高い行 

政サービスを目指します。 

 

②人材の確保 

職員の世代交代が行われても、市民に安定した行政サービスを提供できるよう、 

採用試験のより一層の充実により、高い意欲と幅広い視野を持ち、時代の変化に

柔軟に対応できる人材の確保に努めていきます。また、経験豊富な定年退職者の

活用を図っていきます。 

 

 

（３）効果的かつ効率的な行政運営の推進                     

 

①行政サービスの向上 

  社会情勢の変化や、それらに伴う市民ニーズの変化に的確に対応したサービス 

  を提供していくため、様々な角度から改善を行い、より効果的・効率的な行政運

営を推進します。 

  窓口業務については、市民サービス提供の最前線であることから、市民の利便 

 性向上につながるよう、引き続き見直しを検討していきます。 

  事務事業評価については、実施方法を改めて検討し、市民サービスの更なる向

上を図っていきます。 

 

 ②行政課題に対応した組織運営 

  行政課題に的確に対応し、わかりやすく効率的な組織を構築するため、行政組 
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織の見直しを図るとともに、快適な職場環境づくりに努めます。 

また、高度化・多様化する市民ニーズに対応するため、ＩＣＴを活用した業務 

の効率化を推進します。公共施設については、計画的かつ効果的な利活用を行う

ための公共施設等総合管理計画を策定し、適正な運営を行っていきます。 

 

 

（４）持続可能な財政運営の確立                        

 

①健全な財政運営の推進 

  将来にわたり安定した行政サービスを提供するため、「健全な財政運営に関す 

る条例」に基づき、活力あるまちづくりの推進などによる税収基盤の整備や計画 

的な行政運営を行うことで、健全な財政運営の維持・向上を図ります。 

 また、公正かつ公平の確保と債権管理のさらなる適正化を図るため、債権管理 

条例の制定を進めるとともに、適正な受益者負担*22の原則に基づき、使用料等 

の見直しを行います。 

    

 ②歳入確保・歳出削減の推進 

   歳入確保については、引き続き市有財産の有効活用を進めるとともに、総合的 

かつ計画的な土地利用を推進し、歳入の確保に努めていきます。歳出削減につい 

ては、常にコスト意識を持ち、経費の抑制を図ります。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       
※22 受益者負担…事業の実施により、特別の利益を受ける者が経費の一部を負担すること。 
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Ⅲ．第６次行財政改革の推進に向けて 

１．推進期間 

第６次行財政改革大綱の推進期間は平成２８年度から平成３２年度の５年間と

します。また、大綱に基づく行動計画については、社会情勢の変化に応じて見直し

を行い必要な措置を講じるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区        分 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

基本構想 

将来都市像実現のための施

策の大綱を定めたもの 

  

 

    

 

    

 

基本計画 

基本構想で定めたまちづくり

の目標を実現するため、具体的

な施策を体系的に定めたもの 

          

行財政改革大綱 

          

１０年間 

中期５ヵ年 

後期４ヵ年 

見直年次 

見直年次 

第５次行財政改革大綱 第６次行財政改革大綱 

前期５ヵ年 
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２．推進体制 

進捗状況については、年度ごとに、庁内組織の「行財政改革推進本部」「行財政

改革推進会議」に報告し、結果を公表します。さらに、「行財政改革市民懇談会」

への進捗状況の報告により、市民の視点による様々な意見や助言を今後の業務改善

に反映します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５次基本構想 

中期基本計画・後期基本計画 

進捗状況の 

公表 

（Check） 

各部局 

具体化 

作成及び自己管理 

（Plan） 

市   民 

 

行財政改革 

市民懇談会 

 

実施 

（Do） 

指示・承認（Action） 

意見（Action） 

富士見市行財政改革 

推進本部 

（本部長：市長） 

策定 

（Plan） 

行動計画 

（毎年更新） 

報告 

（Check） 

行財政改革推進会議 

第６次行財政改革大綱 

（平成２８～３２年度） 

進捗状況の 

公表 

（Check） 
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【第５次行財政改革大綱に基づく施策別の主な取組み】 

（金額は平成２３年度から２６年度まで４年間の累計額） 

 

大柱１ 市民の視点にたったサービスの追及 

この大柱は、市民サービスの基本となる窓口サービスについて、市民の立場にたった利便性

の向上を目指した取組みを実施するとともに、行政情報を迅速にわかりやすく提供することに

より、市民との情報共有を進めることを定めたものです。 

 

効果額（削減額+増収額） 11,740千円 

 

主な取組み 

主要施策③ 市民にわかりやすい積極的な情報発信                     

行動計画№6 ホームページによる情報提供の充実  11,740千円 

・バナー広告収入 

 

達成状況と今後の取組み 

達成状況 項目数 割合 今後の取組み 項目数 割合 

目標達成 １１ １００％ 
終了 ４ ３６％ 

新たな展開を検討 ７ ６４％ 

目標未達成 

（取組み中） 
０ ０％ 

終了 ０ ０％ 

新たな展開を検討 ０ ０％ 

計 １１ １００％ 計 １１ １００％ 

 

 

大柱２  仕事の仕組みと進め方の改革 

この大柱は、行政サービスをより効率的・効果的に提供するため、行政コストの削減を推進

するとともに、行政評価の充実により、ＰＤＣＡサイクルによる継続的な改善を推進するもの

です。また、民間活力の活用を検討し、公民連携や、市民との連携に取組むものです。 

 

効果額（削減額+増収額） 17,175千円 

 

主な取組み 

主要施策① 事務事業の見直し        

行動計画№12 光熱水費の削減              7,175千円 

・電気料金の削減 

 主要施策② 市民参加・協働の推進 

  行動計画№15 ゼロ予算事業の推進（市民便利帳の発行）約 10,000千円 

 ・市民便利帳の発行費用を広告収入で賄う 

 

【参考】 
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  達成状況と今後の取組み 

達成状況 項目数 割合 今後の取組み 項目数 割合 

目標達成 １１ ６５％ 
終了 ２ １２％ 

新たな展開を検討 ９ ５３％ 

目標未達成 

（取組み中） 
６ ３５％ 

終了 ０ ０％ 

新たな展開を検討 ６ ３５％ 

計 １７ １００％ 計 １７ １００％ 

 

 

大柱３ 自律性の高い財政運営の確立 

この大柱は、安定的な自主財源の確保と、費用対効果の高いサービス提供を目指して、歳入

歳出のバランスがとれた財政運営を長期的視野にたって推進するものです。 

 

効果額（削減額+増収額）  4,106,606千円 

 

主な取組み 

主要施策① 財政運営の健全化        

行動計画№29 長期借入金残高の縮減        4,100,000千円 

・臨時財政対策債・建設地方債の縮減 

  行動計画№30 補助金・負担金の見直し           31千円 

 ・２市 1町で構成する協議会負担金の減額 

主要施策② 自主財源の確保 

行動計画№36 広告収入の確保             2,600千円 

 ・封筒広告収入 

行動計画№37 インターネットオークションの活用    3,975千円 

 ・備品の売却 

 

達成状況と今後の取組み 

達成状況 項目数 割合 今後の取組み 項目数 割合 

目標達成 ７ ６４％ 
終了 １ ９％ 

新たな展開を検討 ６ ５５％ 

目標未達成 

（取組み中） 
４ ３６％ 

終了 ０ ０％ 

新たな展開を検討 ４ ３６％ 

計 １１ １００％ 計 １１ １００％ 
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大柱４ 人づくりと職場環境の活性化 

この大柱は、社会状況の変化や多様化する行政課題に対応するため、慣例にとらわれない意

識を持ち、市民生活向上のため最善の方法を的確に判断し、実行できる人材を育成するととも

に、組織としての総合力が発揮できるよう、職場環境の整備に努めるものです。 

 

効果額（削減額+増収額）  100,000千円 

 

主な取組み 

主要施策② 効果的な人的資源の配分        

行動計画№46 定員適正化計画の推進      100,000千円 

・職員の減員 

 

達成状況と今後の取組み（大柱４） 

達成状況 項目数 割合 今後の取組み 項目数 割合 

目標達成 ６ ７５％ 
終了 １ １２．５％ 

新たな展開を検討 ５ ６２．５％ 

目標未達成 

（取組み中） 
２ ２５％ 

終了 ０ ０％ 

新たな展開を検討 ２ ２５％ 

計 ８ １００％ 計 ８ １００％ 

 

 


